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※　このページの情報は全て左詰で記入し、間に空欄を入れないでください。★印の項目は記入必須事項です。

法人 個人

－ 1

階

－

3

店 長

方地

　　令和５年△月××日

法人番号（法人
の場合★）

法人は、国税庁から指定された法人番号（数字１３桁）を記入して
ください。

申請書・共通

注１

「丁目」「番」「号」「番地」については、”－（ハイフン）”を
用いて記入してください。「大字」「字」は省略してください。
【例１】浦和区高砂３丁目１５番１号→『浦和区高砂３－１５－
１』
【例２】大字三室→『三室』

本店の情報を記入
※本店で申請する場合も、必ず記入してください。
※登記上の所在地と、主たる営業所の所在地が違う場合は、主たる営業
所　の所在地を記入してください。
　また、主たる営業所の所在地を記入した場合は、様式Ｃ－１の予備欄
１に登記上本店の住所を御記入ください。

競争入札参加資格審査申請書(基本共通情報）

ロジ ウラ

市

郎

ビ　ル　名

都道府県名★
本店又
は主た
る営業
所の所
在地

埼 玉 県

砂 3 － 1 5高

さ い た ま市町村名（埼玉県
内市町村のみ★）

5

埼 玉 県

5

都道府県名★

6

市

ワ

和

さ

浦

い

ファクシミリ番号

市町村名（埼玉県
内市町村のみ★）

次

た ま

ウフリガナ★

代表者氏名★

浦 和 支 店

タ

浦 北 浦 和

埼

区

太

タ マ

玉

和

ン チ ヨ

ルビ

字等★（埼玉県外は
市町村名から記入）

浦 和 区字等★（埼玉県外は
市町村名から記入）

浦 和

申請事業所の代
表者役職名★ 支

ウ

工

サ イ

ケ ケ

業

代

商
号
等

ビ　ル　名

電話番号★

フリガナ★

代表者氏名★

申
請
事
業
所
情
報

代表者役職名★
（謄本どおり）

電子メール
アドレス★

事業所名★

郵便番号★

電話番号★

法人又は個人の区分★

商号又は名称
 (カナ)★

商号又は名称★

業者区分★

表

ン セ ツ コ ウ ウギ ヨ

株 式県 庁 建 設 社会

取 締 役

ロ ウ

郎

ファクシミリ番号

－

情報は全て左詰で記入し、間に空欄を入れないでください。
【例】○『埼玉太郎』　×『埼玉　太郎』

法人の種類を表す名称（例：『カブシキガイシヤ』等）は省略しま
す。

法人の場合：履歴（現在）事項全部証明書どおりの役職名を記入
個人事業者の場合：『代表者』

【例】○『コウギヨウ』　×『コウキ゛ョウ』

全て大文字の”カタカナ”で記入します。濁音（ ゛ ）、半濁音（
゜ ）は、一文字としては扱いません。

「市町村名」欄については、県内の所在地を記入する場合に限り、
市名又は郡町名を記載してください。（さいたま市にあっては市名
のみ記入し、区名は「字等」欄へ記入してください。）埼玉県以外
の所在地を記入する場合は空欄とし、区市町村名は「字等」欄へ記
入してください。

法人の種類を表す名称（例：『株式会社』等）は略さず記入してく
ださい。

「申請事業所情報」の欄は、事業所へ業種を委任する場合は、その事業
所の情報を記入し、本店にて行う場合は、本店の情報を記入してくださ
い。
※申請地方公共団体申請書（様式Ａ－１）の情報と一致します。

「事業所名」欄は次のとおり記載します。
　・本店・本社で申請：『本店』
　・代理人（支店等）：『○○支店』『○○営業所』
　　※【建設工事を支店等で申請する場合】
　　　　原則、建設業許可上の名称と一致させてください。
　・本店内で代理人を選定：『○○部』

様式 B-1

注１

注１

注2

注2

注１

注3

注3

該当する項目をチェックしてください。

（様式Ｂ－１　1／2）
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①

1 0 人

②

年 月 日

M S A - Q S - 1 2 3 2 0 2 1 年 0 8 月 0 5 日

3 0 0 0 0 千円 1 5 0 0 0 千円
①

3 5 年

※　情報は全て左詰で記入し、間に空欄を入れないでください。ただし、「障害者雇用人数」欄及び「実績情報」の各項目は右詰で記入してください。★印の項目は記入必須事項です。

②

③

無し 有り

未達成 達成

無し 有り

設 業事

『建設工事』のみ申請する場合
申請日現在有効な直近の経審の結果通知書の情報を記載してくださ
い。
・資本金…結果通知書欄外の値。
※　上段、中央の値（審査基準日の下部）
・自己資本額…結果通知書、参考欄の値。
※　下段、左側の値。
※　『連結決算』の場合のみ、結果通知書の上段、右側の値。
・営業年数結果通知書の値。
※　中段、右側の値。

行政書士押印欄

ISO14000シリーズ

取得の有無★

認証機関名
（取得有の場合★）

有り

個人の場合のみ

申請事務担当者

障害者雇用状況

電話番号★

ISO9000シリーズ

ファクシミリ番号

担当者氏名★ 高 砂 花 子

破産の有無★

所属事業所・部課係名★ 浦 和 支 店 建

資本金★

人

 電子メールアドレス

行政書士氏名 ○ ○ 隆

障害者雇用人数★
（実雇用人数）

登録番号
（取得有の場合★）

取得の有無★

電話番号

法定雇用率
達成状況★

無し

登録番号
（取得有の場合★）

認証機関名
（取得有の場合★） 財 団 法 ※ ※ 関認

自己資本額★

実績情報

営業年数★

登録・更新年月日
（西暦）（取得有の場合★）

証 機

法定雇用義務の有無★ 無し 有り

課 審 査 担 当

『建設工事』を含む複数の業務を申請する場合
・「資本金」欄及び「自己資本額」欄…直近の決算の金額
・「営業年数」欄…①と②を比べて、営業年数の長いもの

破産宣告又は破産手続開始決定の通知を受けていない場合は､“無
し”を選択してください。（"有り"の場合は申請を受付できませ
ん。）

法人の場合："無し"にチェックしてください。

令和5年６月１日現在、「障害者の雇用の促進等に関する法律」に
基づく「障害者雇用状況報告書の提出義務のある事業者
「法定雇用義務の有無」欄の"有り"にチェックをし、所轄の公共職
業安定所に提出した直近の報告書の障害者雇用人数及び達成状況
（"未達成"、"達成"の該当項目にチェック）を記入してください。

ファクシミリ番号

『設計・調査・測量』／『土木施設維持管理』を申請する場合
・「資本金」及び「自己資本額」…直近の決算（決算手続きが完了
したもの。以下同じ）の金額
・「営業年数」…：直近の決算日（決算手続きが完了したもの）に
おいて、申請業務のうち、営業年数の長いもの（休業等の期間は除
く。以下同じ）

申請業務について取得している場合かつ申請日現在で有効な情報である
場合のみ記入します。

「登録番号」欄は、登録番号に”／（スラッシュ）”がある場合は、”
－（ハイフン）”に置き換えて記入してください。　ただし、１０桁を
超える場合は、”－（ハイフン）”は省略して、１０桁まで記入してく
ださい。

「登録・更新年月日」欄は、認証を更新しているときは更新日を記入し
てください。

この申請の内容に係る質問等に応答できる方の氏名等を記入してくださ
い。

提出義務のない事業者
「法定雇用義務の有無」欄の"無し"欄をチェックし、障害者雇用の
状況（「様式Ｂ－５」の人数と一致。雇用していない場合は０）を
記入してください。「法定雇用率達成状況」欄は、「様式Ｂ－５」
に該当する障害者を雇用している場合は"達成"を、雇用していない
場合は"未達成"をチェックしてください。

登録・更新年月日
（西暦）（取得有の場合★）

印行政書士が代理して申請する場
合には、氏名及び連絡先を記入
し、押印してください。

無し 有り

無し 有り

無し 有り

無し 有り

達成未達成

無し 有り

（様式Ｂ－１　2／2）
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